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〈資源保全論〉確立への模索体験
石　井　素　介
要旨　本論文は一部回想の形をとっているが，本来の主旨は単なる回想記でなく，現代
世界で支配的な軍事的・市場経済価値優先の〈戦略的資源論〉への批判的論点を示唆す
るため，著者の直接体験に基づきつつ，第二次大戦直後の占領下日本政府部内における，
ある萌芽的な資源政策視点探究の軌跡を，ありのままに記述したものである。
　そのため，まず1947年の資源委員会（のち調査会）発足当時の時代背景，特にニュー
ディール期合衆国の資源保全思想の影響下にこの機関創設に尽力した人々の活動，事務
局メンバーの構成と役割，委員会創設時点の全体会議で交わされた討議の特質，特に部
門別研究会での課題選択に見られる特徴，個別資源部門間の交流協力体制，さらに占領
行政終結前後の政治経済情勢の変化と資源問題取り組みの方向転換等に及ぷ時期まで，
主に昭和20年代の資源調査会の諸活動の実態を，一勤務者の眼を通じて描き出した。
　その上で，戦前以来のわが国資源政策史の経過の中で，資源調査会の存在意義は一体
何であったのかという点について，（1＞行政各省庁からの政治的圧力に対する研究の独立
性確保，②学際的調査研究能力を持つ自前のスタッフの保持，（3）課題探究への共通の基
礎理念（TVA精神に学ぶ「自然の一体性」尊重など）で結合した〈研究協働体〉的調
査グループの形成，（4にれら諸条件の上に立って，戦前・戦中期の軍国主義的〈戦略的
資源論〉とは全く異質な，新しい〈資源保全論〉への萌芽がその中で醸成されていたこ
と，等の諸論点が指摘できることを明らかにした。
　しかし，1955年以降の伝統的保守政治体制の復活強化とともに，資源調査会の組織
ばかりか，そこで醸成されたこの基礎理念までが，次第に経済変動の大波の中に姿を消
してゆくことになったが，地球環境問題と国際的大不況の到来を迎えた21世紀におい
てこそ，この〈資源保全論〉という基本的視点がもう一度評価し直されるべき時期が来
ているのではないかと思われる。
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はじめに
　一体「資源」とは何だろうかという問いに対する答えとしては，今でも石油や水・鉱物・樹
木など，“何かの役に立つ自然物”だと定義するのが，取りあえずの常識的な見方であろう。
そこには，資源とは自然の中から取り出す“モノそのもの”だという観点が，当然のこととし
て前提されている。「島国の日本は資源に乏しく，いわゆる“持たざる国”なのだ」という戦
前から伝来の固定した資源観がその典型的な例であり，それがいまだに牢固として多くの人々
の中に根をおろし続けているのである。しかし実は，われわれ人間にとって自然とは決して単
なるモノではない。自然の中には健全な人間生活のために役に立つ様々な未知の可能性が潜在
しており，人間の智恵や科学技術の力によってその有用性を引出すことのできる大きな可能性
が秘められているのだということも，われわれはよく知っている。にもかかわらず，そうした
柔軟で積極的な資源観もあり得るのだ，という将来ヴィジョンの側面が，日常的にはつい見落
とされがちなのである。
　さらにもう一つ，資源の「価値」をどのように捉えるべきかという問題がある。つまり“役
に立つ”と言う時の自然物に対する評価基準の問題である。昭和初期に日本政府に設置された
「資源局」や戦時中の「企画院」では，“戦略資源”つまり戦争遂行上役に立つ資源のみが政策
の主たる対象とされ，そのためわれわれ人間自身がいわゆる“人的資源”に組み込まれ，「国
民総動員」の対象員数として計量された苦い経験を持つ。それだけではない。現代世界におい
ても，経済成長の確保やエネルギー資源・食料資源の枯渇に備えて，アジアやアフリカ大陸等
での戦略的開発援助競争に強大国がしのぎを削っているのは周知の通りである。その場合，軍
事上の利用価値や国際経済的「市場」価値が何よりも優先され，他方，国内の一般市民や途上
国の地元住民の生活や環境を護るために資源が持つ潜在的な有用価値については無視・軽視さ
れるのが通例である。このように，資源政策を考える際，あくまでも戦略的・市場経済的価値
が一方的に優先され，人間生活や環境保全のために役に立つ資源価値という視点の欠落した
〈戦略資源論〉が，今日でもなお支配的地位を占めていると言わざるを得ないのである。
　もちろん市場経済の有効性を否定するものではないが，こうした軍事戦略的ないしは市場経
済的価値の方に一方的に偏った〈戦略資源論〉の支配がそのまま承認され，そうした見方の横
行が続く限り，日々進歩発展を続けている人類共通の科学技術の折角の成果が，むしろ「反人
間的」な方向に誤用・逆用され，人間生活を取りまく環境の悪化と破壊を招くことになるのは
当然の成り行きであろう。
　以上のような在来の資源観への批判の上に立った，言うならば新しいく資源保全論〉の萌芽
が，実は敗戦直後の昭和20年代という時期に当時の日本政府部内の一部で育まれ，様々な学
際的・組織的な調査研究活動の中で資源をめぐる活発な論議が進められる場が存在していた。
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もっともその気運は「戦後は終わった」と言われた1955年頃以降は逆風の政治環境の中で次
第に姿を没して行くことになったけれども，戦後のある時期までは，資源の活用・保全に関す
る行政機関への勧告・報告等を通じて，何がしかの成果を生み出す活動が行われていたのであ
る。この先駆的な役割を担当していたのは，政府部内の調査機関である経済安定本部資源委員
会（のち資源調査会と改称）であったが，ここではその活動の軌跡を，以下，そこに勤務して
いた筆者の体験に基づいて記録してゆくことにしよう。
　第二次世界大戦が終わってから間もなくという時期に，政府の中に日本の資源問題について
調査審議をする新しい機関が設けられ，活発な活動を開始していたのを記憶する人はもはや殆
んどいないであろう。敗戦後の連合軍総司令部（いわゆるGHQ）による占領行政のもとで，
新たに設置された経済安定本部の付属機関として1947年末に設置された「資源委員会」（発足
から約1年半後に名称のみ資源調査会と改称された）というのが，これから話題にしようとす
る機関の名称である。といっても，ここでこの機関の全体的な歴史を追跡しようとするわけで
はない。ここでは，この機関の発足の当初からそこに勤務していた事務局スタッフの一人とし
て，私自身が直接・間接に見聞し関与してきた諸活動についての個人的な記録や体験を通して，
この資源委員会という機関が実際に当時どのような活動を行っていたのか，またその活動に参
加していた委員・専門委員・事務局員達が〈資源〉・〈資源政策〉・〈資源論〉等についておよそ
どのように考えていたのか，またこれらの基礎的な視点をめぐってどのような論議をしていた
のか，などの点について，記録や私自身の個人的なメモ等から推定し得る限り，出来るだけ具
体的に取上げてみたいと思っている。
　私自身が直接正式に資源調査会事務局に勤務したのは，1948年3月から1956年6月までの
約8年間なのだが，この機関の正式発足以前の1947年後半から実質的に準備業務の一部に携
わった経験を持ち，また1956年に科学技術庁資源局が発足し移行してのち，そこを退職して
明治大学勤務に転じてからも，数年間は資源調査会専門委員として一部の活動に参加していた
ので，直接の関係だけでも十数年になる。しかし，その後は次第に関係が疎遠となって，資源
調査会との直接の結びつきを失ったまま数十年が過ぎ去った。その後たまたま1990年と1994
年に，二度ほど「資源のつどい」と称する元事務局職員の同窓親睦会が開かれ，昔の仲間と久
闊を叙し合う機会があったが，結局それが最後となった。
　こうして，遙か昔の夢の彼方に過ぎ去ってしまった資源調査会時代のことが，突然呼び覚ま
されることになったのは，2006年の秋，資源調査会の活動そのものを「歴史」的研究の対象
として取上げようとする，若い研究者グループからの呼びかけを受けてからのことであった。
ところが，その時代のことを思い出そうとしても，手許にあったはずの当時の記録文書の一部
は長年の間に散逸してしまっており，今さらそれを系統的に揃え直すのはもはや無理だし，記
憶の方もあまり定かでない部分が少なくないという有様で，いざ回想についての文章を書き始
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めようにも，先ず手掛かりとなる何らかの記録や資料を探し出して記憶を呼び覚ましてからよ
うやく着手……，とならざるを得ないのが実状であった。
　回想の手掛かりとなるはずの，当時のガリ版刷りの報告や資料の大部分は分散してしまって
いるが，手書き記録等を含む資料の一部は何とか保存されている。そのような一つの記録の例
から，話を始めてみることにしよう。
　2008年の6月，偶然自宅書庫で再発見した資源調査会時代の記録文書，「資源論研究会」に
関する1957年度の記録資料類の一袋は，調べてみると嘉冶真三氏（当時，東大社会科学研究
所教授）を研究代表者とする文部省科学試験研究費による研究計画の一件書類，ならびにその
年度一年間の14回に及ぶ研究会記録を含む具体的な事実経過を示す貴重な記録であることが
判明した。この会は，形の上では文部省科研費によるプロジェクトとなっているが，会議開催
通知や議事録印刷などの日常業務は資源調査会事務局（科学技術庁発足以降は同庁資源局）の
庶務担当者が一手に引受けていた。このようなやり方は，実は資源委員会発足の当初から似た
ような形で行われていた。事務局の中でも各部会の運営を担当するスタッフは庶務的な業務に
タッチせず，庶務係に一切任せていたのである。この研究会の場合も従来の慣例に従ったもの
と思われる。これらの記録の内容を点検してその一覧表をつくり，所々自分も係わっていた部
分を拾い読みなどしているうちに，私自身にとっても実際上ほとんど記憶から消えかかってい
たこと，若い頃働いていた職場での様々なことが次々に浮かんできて，ようやく種々な事実を
再確認出来るようになってきたのである。
　そこで改めて考えてみると，実はこの1957年度の記録ファイル自体私の在職中のものでな
く，その前年に資源調査会事務局を退職して明治大学に移った私が，新設された科学技術庁資
源局の付属機関として再出発した資源調査会の専門委員になってから，この研究プロジェクト
の研究分担者として参加した時期のものであることがわかった。確かに形の上では，この資源
論研究会は新設の独立組織のようだが，その前身に当たる会合は資源調査会事務局内部でかな
り以前から行われていたのである。資源政策の理論的基礎をめぐる諸問題については，私がま
だその事務局に勤務していた時代から，すでに様々な機会にあれこれと議論を繰り返していた
記憶があり，さらにまた〈資源論研究会〉というような改まった形式をとるものではなくても，
〈資源〉や〈資源政策〉をめぐる基礎的な問題についての討議の萌芽は，ある意味では新設の
「経済安定本部資源委員会」が1948年春に出発した当初の頃から芽生えていたとも言えるだろ
う。したがって，この委員会が動き始めた頃以降の諸活動の内容にまで遡らなければ，この新
しい資源論の萌芽の誕生を正確に把握することはできないのではないかと思われる。
　そこでここでは，まず資源委員会発足の時代的背景や創設に尽力した人々の事情，事務局メ
ンバーの構成と役割，また私自身がどのような経過をたどって資源調査会に勤務することになっ
たのか等の事情，そしてこの委員会の出発点の時期に本会議や他の会合で交わされた討議に見
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られる問題提起への模索，初期の部会における課題選択の特質，部会間の協力体制や活動記録
の内容を通じての再検討，さらに占領行政終結後の様々な政治経済情勢の変化と資源問題取組
みの方向転換などに及ぶあたりまで，主として昭和20年代の資源調査会の諸活動を中心に，
私の眼から見たその実態の一断面を述べてみることにしたい。
1．経済安定本部の付属機関「資源委員会」の創設を担った人々
　資源調査会の前身である「資源委員会」設立の経緯については，公式記録の一つである『資
源調査会三十年史』や，その他様々な記録や資料（1）に記述されているので，詳細な点について
までここで繰り返すのは避けることにするが，そのプロセスを要約すれば以下の通りである。
　敗戦に伴ってわが国はそれまで海外の植民地・半植民地であった領土と利権を喪失し，残さ
れた日本列島という荒廃した国土の上で，約8，000万の人口を養うという課題を担うことになっ
た。そのために，政府は占領政策のもとで経済復興計画の立案とその推進の母体として経済安
定本部という新設機関を設置したのだが，さらにその経済復興と国民生活安定の基礎となる国
内資源の開発・利用・保全のあり方を，科学技術の立場から徹底的に再検討し，その計画的か
つ総合的な利用を提起するための付属機関として，1947年12月13日公布の政令によって設
置されたのが「資源委員会」だったあである。
　この付属機関設置への動きの直接の契機となったのが，1946年の10月末，日本占領行政の
元締めであった連合軍総司令部（いわゆるGHQ）の技術顧問エドワード・A・アッカーマン
博士の記者会見での，「国内資源の有効利用を図れば，日本の将来は明るい」という発言であっ
た，という話は種々な記録に必ず出てくる当時を偲ぶ語り草となっている。このアッカーマン
博士〔2）というのは元来ハーヴァード大学出身の地理学者で，1946年夏にGHQ天然資源局の
技術顧問として来日した後，すぐに国内の各地を視察して見聞を広めたようだが，その際，多
くの日本人から“日本は敗戦の結果，植民地を失い狭い国土に閉じ込められて「持たざる国」
になってしまった”という悲観論をさんざん聞かされたらしく，それでこの記者会見のような
発言に及んだのだと思われる。
　彼はこうした悲観論への反論として，次のような三つの理由を挙げている。
　　1）　天然資源に関する限り日本は乏しい国とは言えない。世界には日本よりもっと資源の
　　　乏しい国々がある。
　　2）日本の資源はまだ十分に開発されていないし，また諸原料も科学技術の力によってそ
　　　の真価を発揮するところまで活用されてはいない。
　　3）日本国民はごく最近まで国家の経済的発展に，器用さと大いなる勤勉さとを示してき
　　　た。日本国民は現在もなおこれらの特性を持っている。
　ここには反論のための単なる楽観論というのではなく，資源というものについての幅広い視
5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　石井　素介
野を持ったアッカーマンの透徹した考え方が良く表れているように思われる。新聞を通じて一
般に公表されたこの「日本の見通し」についての発言は，政財界や中央省庁にも影響を与え，
特に日本の産業復興計画を目指していた一部の若手技術官僚の人々に大きな衝撃をもたらすこ
とになったのである。
　この記者会見後に直ちに反応を示したのは，当時外務省の調査局にいた大来佐武郎氏であっ
た。彼はこの年の暮れから翌年にかけて，当時内務省の土木試験所にいた安芸鮫一氏など，改
革志向の数人の技術官僚仲間と共に毎月のようにGHQにアッカーマンを訪ね，1930年代の
大不況期に合衆国のニューディール資源政策を担った「連邦資源委員会」に関する報告書等を
取り寄せてもらい，その組織のいわば日本政府版に当たるものを創設しようと協議を重ねた。
その間の経緯については，『資源調査会三十年史』をはじめ，大来佐武郎氏③や安芸咬一氏ω
の評伝に詳しく記述されている。大来氏は，その後すぐの1947年6月，片山内閣発足と共に
大拡張して本格的活動を開始した経済安定本部の官房調査課長に就任し，新任の都留重人副長
官らと共に第一回経済白書作成の中心になったが，同時に併行して，安定本部付属機関として
の資源委員会創設に当たっても，実質的なリーダー格の役割を果たすことになる。
　資源委員会の創設への発端を導くことになったこのような経緯が示唆するように，この機関
の出発を特徴づける特色の第一点は，何と言っても占領行政当局，とりわけ天然資源局
（NRS）からの強力な後押しがあったという点であろう。ことに日本の経済復興のための資源
として何を取上げるべきか，資源の利用開発とはどういうことなのかなど，資源論のいわば基
本となる発想のあり方からして，それまでの既成の資源概念からかけ離れたニューディール的
な資源利用の考え方は，若手の行政官たちにとって全く新鮮な驚きであったのではないかと思
われる。現に資源委員会の発足時の部会構成が，土地資源・水資源・エネルギー資源というよ
うな，これまでの行政分野別，あるいは産業別の構成でなく，学問の諸分野をも横断するよう
な区分となっている点や，各部会で何を取上げるべきかを議論する調査企画の課題選択に当たっ
て，従来とは異なった斬新な観点や発想が工夫されるようになっている点にも，資源の利用開
発という問題に関する全く新しい発想を極力取り入れようとする努力が表れている。もちろん
新設官庁機構にとっての宿命でもある，既存の各省庁固有の管轄事項との競合を避けるという
点や，既成の諸学界との間で研究費配分上の紛争を回避する必要など，様々な制度上の隆路を
潜り抜けるために何らかの新基軸を工夫する必要があったわけだが，その点でも，GHQの中
の特にニューディール派の研究者達から提供される資源政策上のアイデアが，資源委員会の出
発に当たって有力な後ろ盾になったのは言うまでもないであろう。
　特色の第2点は，資源委員会の創設を直接に担った大来佐武郎（電気工学），安芸咬一（河
川工学）両氏をはじめとする中堅官僚の人々や，官界や学界からこれに積極的に参画ないし協
力した人々の大部分が科学技術者や経済学者などから成っており，明治以来日本の官僚制の中
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枢部を担ってきた法科出身のいわゆるキャリア官僚の人々ではなかったという点であろう。と
言っても，それは地位や特権などの側面を問題にしようというわけではなくて，問題解決に当
たっての思考方法の相違に着目するのである。法律優位の世界では，一般に規則・規程や前例
が優先されがちだが，その優劣は別として，科学技術者のほうは相対的に物事の実態をよく観
察して即物的に判断する傾向を持っている。経済学者の場合もほぼ同様と見てよいであろう。
戦時中に物資動員計画を担当した技術者や経済学者達が日米開戦直前にも具体的データを基に
冷静な判断を下していたのに，精神主義の軍人がこれを無視して戦争の道に奔った例にもそれ
が良く表れている。日本における行政の弱点を良く知っているこれら実態観察派の人々が，ア
メリカ流の行政の科学化とか，実践的課題に結びついたプラグマティズムの科学的精神などに
強い関心を抱くことになったのも，自然の流れであったような気がする。
　特色の第3点は，上記の大来・安芸両氏をはじめとして，資源委員会の委員・参与・事務局
員・専門委員として集まった人々の中に，かなりの比重で「大陸経験者」の人脈が見られるこ
とである。これは戦時中に朝鮮半島・旧満洲国・華北・華中等の日本の出先機関，試験研究機
関などで働いていた体験を持つ人々のことである。終戦直後はこれら旧植民地からの引揚者や
軍隊からの復員者が街に溢れていた時代であったから，新設機関におけるこの比重の大きさは
必ずしも偶然ではないのだが，それはともかく異文化を持った人々の間で暮らしつつ自分の国
を外側から見る体験を持った知識人が，物事の考え方に少なからぬ影響を受けたことは良く知
られた事実で，資源委員会の職場や調査のための合宿での討議が，年齢の上下や職場・専門分
野の区別に拘らない，如何にも大陸的な雰囲気の下で自由闊達に闘わされていたのを良く覚え
ている。
　もう一つ特色の第4点として挙げるとすれば，これらの人々の多くが思想統制の厳しい戦時
体制下に科学技術者魂を貫いて主体的に生き抜いてきた人々であったという点である。個別の
人々の来歴については詳しい事情はわからないが，事務局や専門委員の中には，満鉄調査部の
技術者や旧満洲国の大同学院出身の行政官，華北産業科学研究所や朝鮮の農業試験場に勤務し
ていた農業技師，国内でも松永安左衛門氏の下で修行した若手技術者など変り種が多く，多士
済々であった。中でも時局におもねることなく技術者魂を貫いた典型的な実例は，他ならぬ安
芸・大来両氏によって代表されるであろう。その戦時下での生き方の具体的な内容は，前記の
両氏の評伝の中で詳細に描かれている⑤ので，ここでは記述を省略することにする。
2．資源委員会事務局スタッフの役割と自己研鎖
　資源委員会事務局の事実上の発足時点であった1948年3月には，現警視庁に隣接する旧内
務省（後の人事院）ビルの4階にあった大部屋に，スタッフがほぼ出揃って業務が開始された。
事務局長は安芸絞一博士（前内務省土木試験所長・東大第二工学部教授兼任），事務局次長に
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は大枝益賢博士（前華北産業科学研究所長・一年後，京大農学部農林工学科教授に転出）が就
任，それに事務局員としては各部会活動を担当する十数名のスタッフと若干の補助員，他に総
務・経理等を担当する数名の庶務係から成っていた。
　発足当初（1948年3月時点）は土地・水・エネルギー・地下資源（後工業原料と改称）の
四部会から出発したのだが，その後同年のうちに，衛生・繊維・地域計画・防災の四部会が順
次追加され，随時担当職員の増員が行われたので，人員規模には絶えず変動があった。スタッ
フには各部会担当主任を務める中堅のベテラン層（年齢30～40歳台）の数名の下に，合わせ
て10名前後の若手が配置されていた。ベテラン層の多くは海外からの引揚者で，専門は土木
工学，農業工学，応用化学，冶金工学，電気工学，繊維工学，林学と様々だが，何れも何かや
りたいという意欲満々の技術者たちであった。若手層の方は何れも大学・高専の新卒で，専門
はこちらも農業経済学，地理学，河川工学，建築学，物理学，応用化学，経済学と多様で，部
会担当は専攻分野に応じて適当に配分されていたが，初期には必ずしも分担にこだわらず，関
連のある部会を相互に自由に手伝っていたように記憶している。いずれにしても，初期の部会
担当職員はいわゆる〈はえぬき〉で占められており，のちに出てくる農林・建設・通産等の各
省から交替で派遣されてくる形の，いわゆる〈出向組〉が増えるようになるのは1950年頃以
降ではなかったかと思う。つまり，この事務局初期の構成は，終戦直後という時代的背景を反
映して，日本の官公庁の歴史の中でもやや異例の形と言えるものであったのかもしれない。
　こうした事情のお蔭もあって，この職場は既成㊧官僚制度の約束事や各省庁の縄張りなどに
一切お構いなく，組織や学問分野の壁を自由に乗り越えて議論を繰り広げ，問題を投げかけ合
うことのできる雰囲気を持っていた。そのため，殊に若手スタッフの場合，この事務局で働い
た数年間にどれだけ鍛えられ勉強させられたことか，思い出すたびに痛感させられる。もう一
つには，戦時下の厳しい制約から一挙に解放されて，暮らしは貧しく絶えず空腹を抱えながら
も，自由にものが言えて豊かな将来を望むことの出来た戦後のこの時代環境も，それを支えて
くれたことは言うまでもないであろう。
　このような異色の職場に集まってきた事務局員たちが，どのような事情でここに職を得るこ
とになったのか，個別の事情についてはお互いにあまり気にしていなかったので詳しくは知ら
ないのだが，ここでは参考の意味で私自身の場合どうだったのかについて，振り返ってみるこ
とにしよう。私が資源委員会と直接関係を持つようになったのは，実はこの機関が本格的な活
動を始める前年の1947年夏からのことで，まだその設立準備が始まったばかりの段階であっ
た。
　大体，私が大学を出た1946年9月からの2～3年間，つまり1949年頃に新しい学制や公務
員制度が正式に発足するまでの終戦直後の時期は，言わぱ日本の諸制度全般の混乱時代で，官
公庁や大学の制度もまだ移行期にあり，進学や就職事情も次々に制度の変更が度重なって，誰
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もが振り回されていた時代であった。私の場合も，就職活動で足を棒にして一時短期間臨時の
教職についた後，幸い大学の先輩の世話で漸く1947年2月から当時の内務省国土局計画課に
就職することができ，国土計画・地方計画関連の仕事に従事することになった。
　ここは戦時中の企画院の業務の一部を引き継いだ部門であったが，業務は比較的閑散で自由
に勉強させてくれる職場であった。本来の業務は，当時時々開催されていた「国土計画審議会」
の総会や部会に提出する資料の準備，外国文献の翻訳，関係省庁等での地図や統計資料の収集
などだったが，特別に急ぐ用の無い時間には，公開講演会や図書館に行ったり，東大の地理学
教室に戻ってゼミや研究会に参加するのも公認であった。この時期は大学自体も過渡的な段階
だったらしく，学部の枠を超えて学生が集まり，例えば東洋文化研究所の飯塚浩二教授の研究
室を利用して外国文献の輪読会を開く等，魅力的な企画が幾つかあって，これらに参加して理
科生に欠けていた社会科学の勉強に精を出したものであった。
　役所の中でも特に勉強になったのは1947年4月はじめの三週間で，当時の内務省・戦災復
興院等の新規採用者を対象に行われた「都市計画講習会」に連日参加させられ，国土局での上
司をも含む第一線の専門官僚たちから様々な部門ごとの技術と法制の実際についての入門的講
義を受けた。これは理学部出身の私には全くの新知識が多く，初めて行政現場での応用科学の
課題やその思考法に接するという新鮮な勉強になった。また同年夏には上司のお供で，当時東
京電力への分水問題で紛争になっていた尾瀬ヶ原や，群馬県内各所の水利開発事業の現場で担
当者から詳細な説明を受けるという視察旅行に参加した。
　ただ，本省での日常業務は会議提出用の官庁用語による文書準備や法令・権限の範囲に縛ら
れた慣習的な事務が多く，必ずしも魅力的な業務とは言えなかった。それもあって4月下旬か
ら8月までの4ヶ月の間，退庁後の時間を利用して，毎週三回お茶の水のニコライ学院に通っ
てロシア語の講習を受けた。露語は学生時代の1944年にも，旧満洲国の白系露人村落の調査
に行くために同じ学院で短期の講習を受けたのだが，改めて露語を身に付け直そうと思ったの
である。これは結局，原書の目次・要旨や地図・統計の説明が読める程度に留まったのである
が，自分なりには日常業務の空虚さを埋め直す効果があったのであろう。
　またこの頃，省内の若手の連中で職員組合を作ろうという動きがあったらしく，同年6月
20日には，当時政治経済研究所にいた末広厳太郎氏を呼んで「官庁職員労働組合のあり方」
についての講演会を省内で開催したのだが，どういうわけか末広先生を玄関に送り迎えする役
をさせられたことが昔の手帳に記録されている。当時の職場では，主任級の技官たちまでが組
合運動に関心があって，よくそのような話し合いや読書会を持つ機会があった。当時はこのよ
うな職場にも革新的な雰囲気が流れていたことの反映だったのであろう。
　そうこうしているうちに，その年の年末には内務省が廃止され，自治・厚生・労働・建設・
警察等の省庁に分割されることになった。内務省国土局はそっくり後の建設省に移行すること
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になったのだが，これをめぐっては1947年夏の頃からしばしば職場であれこれ話題に上るよ
うになっていた。
　他方，丁度この年の8月頃，設立準備中の資源委員会のほうから声がかかって，私自身が土
地部会担当要員の一人として，その事務局入りを要請されることになった。後で聞いたところ
によると，この突然の話はGHQ側で設立推進役の中心にいた天然資源局顧問のアッカーマン
博士が，自身ハーヴァード出の地理学者であった関係からか，恐らく大来氏か安芸氏に資源委
員会事務局の要員として地理学出身者を採用するように要請したのだという話であった。同年
8月20日にはアッカーマン氏の方から声がかかり，内務省の上司であったやはり東大地理学
科出身の酉水孜郎氏と共に天然資源局の室で同博士と面会した。
　最初「事務局要員」と聞いたときは単なる事務職なのかと思ったのだが，この資源委員会の
場合には，実際上全くの専門的研究者としての役割を要求されるスタッフ要員なのだというこ
とが判明した。その後は，内務省に在籍のままで自由に資源委員会の準備活動，特に土地利用
関係の研究課題探究のため，農林省の開拓局や西ヶ原にあった農業試験場などに関係分野の専
門家を歴訪する活動などに協力することになった。この時期には，資源委員会で予定されてい
る各分野の専門委員の候補者人選のため，専門分野ごとの人集めと課題。方法選択の準備が進
められていた。他の分野はともかく私の担当する「土地資源」の分野でも，最初の内は何から
準備の手を着けるか見当もつかないのが実状であった。同じ「土地資源」を対象とする場合に
も，農林業と建設業，都市計画と災害対策，地形地質学と土壌肥料学，地図測量と地理学等々，
夫々に見方や問題の立て方が異なっていて議論がすれ違いになりがちである。そこで私たちは，
同じ地理学の先蛮で資源委員会事務局に入ることになった本田武夫氏と共に，地理学界や農事
試験場の知人の智恵を集めて，土地分類調査の企画立案から始めることにした。このアイデァ
は，その後地理学者を中心とする標本地域での土地分類調査の実施を経て，「土地調査」の勧
告（第3号，1949年3月）に結実し，さらに国土調査法の制定とその事業化にまで発展した。
しかしく資源としての土地〉をどのように把握し直し，概念化していくべきかという基本的な
課題への取組みは，土地部会の本格的な活動開始以降にまで残されることになった。
　1948年に入る頃になると，事務局長就任予定であった土木試験所の安芸咬一博士の所長室
で度々開かれることになった，資源委員会の業務打合せ会にも出席し討議に参加するようになっ
た。またその頃「虎の門会」と称する革新派技術官僚の勉強会に誘われ，日本の住宅問題，ソ
連の国土計画等の話を聞きに行った。結局，事務局の正式職員として「経済安定技官」の辞令
が出たのは1948年3月10日のことであったが，実際に事務局の室内に仕事机を与えられて土
地部会のための準備業務を開始したのは，一ヵ月以上も前の2月初旬からのことであった。
　事務局スタッフとしての業務は，資源委員会の総会・部会の準備運営，次々に新設される部
会内の小委員会・分科会等のコーディネーターとしての役割を果たすことなのだが，初期段階
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には，未だ各部会それぞれが，何を如何に取上げればよいかということ自体が大問題であり，
担当職員同士で議論を重ね原案を練り上げる必要があった。そのため各分野の専門家を大学や
研究所に訪ね，課題や方法，研究参加分担の適任者選定等の点について相談を重ねることになっ
た。
　最初の年度は未だ具体的なプロジェクトがあまり動き始めていなかったので，若手の要員は
夫々何度か現地見学研修のための出張に派遣された。私自身の場合で言えば，同年3月下旬，
安芸事務局長のお供で最上川河口の酒田地域と宮城県北部の江合川・鳴瀬川合流点付近の河川
改修現場，および山形県庁での総合開発計画の進行状況を聴取した上で，平貞蔵氏の世話で同
県の地元青年との懇談会に参加することが出来た。また5月には，農事試験場の土壌研究者グ
ループが土日を利用して神奈川県下で実施した「地力研究会」の合宿に参加して，土壌型調査
の方法と土地生産力との関連について叩き込まれた。さらに8月には，当時林業試験場の部長
（後に東大教授）だった大政正隆博士が青森営林局管内の八甲田山と白神山地で実施していた
森林土壌調査に参加し，日本では珍しいポドソル土壌とブナ林その他の森林生態との関係等に
ついて懇切な指導を受けることができた。その他，信濃川下流の新潟平野における大河津分水
と鳥屋野潟周辺の大規模排水改良事業の発展過程とか，那須野原や安積疎水地域の大規模水利
開発による農業地帯としての発展状況等を見学した。これらを通じて，一口に土地利用と言っ
ても，その背後には人間の智恵と労働の積み重ねによる歴史的展開があり，またその生産力発
展の基礎にはまだまだ未解明のままの科学技術的課題が隠れていることを，ようやく幾分か認
識できるようになったのである。
3．資源委員会（資源調査会）における問題の取り上げ方の模索
　ところで，資源委員会としての最初の正式会合であった第一回「委員懇談会」では，組織の
設立経過の説明や委員の相互紹介等が行われた。1948年3月1日の午後，麻布飯倉の辺りに
あった安定本部長官官邸で行われたこの会合は，私自身も末席で傍聴した記憶があるのだが，
現在その資料のファイルが手許になく確かめられない。次に行われた3月29日の第一回本会
議は，副会長の内田俊一委員を座長として選出し，土地・水・エネルギー・地下資源の4部会
設置を決めるなど事務的な審議が主体だったようだが，私自身欠席したため記録がない。記録
があるのは「調査野帳」第1冊の記録で，5月10日の第二回本会議の議事から始まっている。
そこには出席委員の簡単な発言要旨しか記録されていないが，それでも何人かの委員の発言か
ら，当時の日本を代表する委員たちの問題意識や考え方の特徴をある程度うかがうことが出来
るように思われる。
　その若干の例を挙げるとすれば，まず資源委員会の基本的性格について，中谷宇吉郎委員
（北大教授）から「原理を探す仕事をするのか，それともさらに進んで実際そのものをやるの
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か」という基礎と応用をめぐる質問が出たのに対して，座長である副会長の内田俊一委員（東
京工業大教授）は，「現実の目標を持って，基礎的な仕事をやる」，「現実から遊離した行き方
は資源委員会としては出来ない」と答え，両者の結合を目指す応用科学としての立場を示唆さ
れている。
　また，安芸咬一委員からは「土地・水・その他様々な資源の利用・開発の目標について，各
方面から見ての課題の要素を確かめることが重要で，その上でこれらを組み合わせるときは地
域計画の形をとるのが良いと思う」，中谷委員からは「総合を考えるなら，地域を決めて仕事
をするのでなければ出来ないのではないか」と，それぞれ総合のあり方を問題提起されたのに
対して，大来佐武郎参与（経済安定本部）からは「具体的な地域の問題を通じて課題を追求す
るとしても，基礎的・一般的な問題としてこれを捉えていく方向をとるべきで，地域計画その
ものを自分の責任で負担するのは無理だ」などの意見が出て，標本地域をめぐる議論が割合に
良くかみ合っているように見える。
　他方，技術と経済・財政の関係をめぐって，大野数雄参与（農林省）の「地域開発方式の検
討が必要で，開発主体・開発法制・組織・経費・効率など，概念的におぽろげに持っている基
準を科学的に明確化することが重要課題になる」という意見が提起され，また平野義太郎委員
（政治経済研究所）からは「資源委員会の役割としては二つの考え方があり得る。つまり，1：
経済計画からの必要量を技術的に検討する，H：まず技術的基礎を検討して，これを経済計画
のほうに提供する，の二つだが，資源委員会としては後者の方が重要ではないか。技術的とは，
与えられた条件の下で生産力発展の可能性を明確化することで，技術の力を100％発揮させる
ための諸条件，つまり経済と技術の内面的連関を明らかにして，技術構成の発展可能性を検討
することが重要だ」という意見が出されている。
　また茅誠司委員（東大教授）が「（技術的関連の多面性から言えば）部会を土地・水・エネ
ルギーのように分けるよりも，地域的に分ける方がよりナチュラルではないか」と述べている
のに対して，瀬藤象二委員からは「地下資源やエネルギーでは，地域条件よりももっと前に検
討の必要な事項があるので，現状の分け方のほうがよい」と反論し，結局，座長からの「現在
の部会構成のままでも，考え方として総合的な観点をとれば充分やっていけるのではないか」
というまとめで結着している。このように各委員からの意見は，まだまちまちで如何にも分散
的のように見えるが，従来からの学界や行政組織の枠から解放された自由な発想の仕方が，自
ずから表われて来ていると見ることもできるであろう。
　以上の記述は，資源委員会発足当初の本会議における討議の雰囲気のほんの一部を紹介した
ものであるが，いずれにしてもこの時期の議論の性格は，産業の復興・生活の安定・国土の保
全など，いわば戦後日本の当面する諸課題に立ち向かうために，一体どのような角度から資源
問題に切り込めば良いのか，についての視角と方法論を模索する段階とでも言うべきものであっ
12
　　　　　　　第二次大戦後の占領下日本政府部内における「資源」政策研究の軌跡
た。従って委員会全体としての活動の重点は，次第に本会議での一般的な議論よりも，各部会
での具体的な課題や調査対象地域の選定の方に向けられて行くようになったのである。
　私の手許に残っている「フィールドノート（調査野帳）」の記録にも，そうした重点移行の
様子が反映されている。この時期までの記録は，手帳のメモ書きなどから読み取れる程度のも
のであったが，1948年5月以降の記録は一応「調査野帳」の形になって残っている。と言っ
ても初期の3冊は当時の雑用紙を切ってひもで綴じた手づくり野帳に過ぎないのだが，ともか
くこの時期からは出張や会合のたびに細かくつけたメモ類が揃っているのである。そしてこの
頃の「ノート」の内容の大部分は，現地調査や大学・研究所での各種会合での取材記録で埋まっ
ている。室内の会合で資源問題の基本を論じ合うという方法よりも，問題の現場に出かけて行っ
て，地域の実情を観察し地元の人々や現場の研究者からのヒヤリングを重ねる調査活動の方に
重点が置かれていた様子がうかがえる。
4．初期の各部会における課題の選択方法に見られる特質
　土地・水・エネルギー・地下資源等の各部会において，先ず何を問題として取上げようとし
たのかという点では，本会議と同様，これまであまり顔を合わせることの無かった異分野から
の委員・専門委員の集合であったから，最初の内は議論百出で全くの模索状態から開始された
と言ってもよいであろう。そのため，先ずは試行錯誤であちこち問題の現場に出かける調査活
動に向かうことが多くなったわけである。しかしこれらの調査や議論を通じて次第に集約され
てきた課題の選択の仕方には，いくつかの特質が見られる。もちろん私が直接関与したのは全
体の中の一部に過ぎず，視野にも限りがあるのは当然だが，それでも当時の資源委員会独特の
問題意識の特徴を示すことが出来るのではないかと思われる。
　その特質の第1として挙げねばならないのは，安芸咬一事務局長が常々語っていた〈自然の
一体性〉という資源問題に対処するための指導理念の持つ重要性であったと言えるだろう。安
芸先生は富士川治水工事現場での長年の洪水観察を通じてこの理念を会得され，「河相論」と
題する博士論文としてこれを発表されているが，これがTVA（テネシー川流域開発公社）を
はじめニューディール期の「資源保全」政策の理念にも通底することを発見し，資源委員会の
場でもすべての資源に共通する理念として繰り返し語っておられたのである。先生の話は論理
的というよりむしろ柔軟で流動的であったが，心底から揺るがぬ信念としてこの考え方が貫徹
されていた。それが何時しか事務局員や専門委員等の間にも，底流として浸透し定着していた
のではないかと思われる。
　第2の特質として指摘しておきたいのは，資源の潜在的能力を発掘するに当たって，あらゆ
る関連分野の専門家の連結と協力により，境界を乗り越えて何処までも進めるという，いわば
〈探究方法の連帯性と越境性〉を重視していたという点である。これは種々の場合に見られる
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のだが，最初の重要な一歩は複数分野にまたがる科学技術基準の確立という課題であった。こ
れは，気象・河川・電力・水防の諸機関の連結を図る「利根川洪水予報組織」（勧告第1号，
1948年8月）を始めとして，「鉱床調査の標準化に関する勧告」（勧告第2号，1949年3月），
「水害調査表示法」（勧告第4号，1949年3月）など初期の勧告として集中的に審議されたこ
とがわかる。また省庁間・科学部門間の障壁に妨げられて，これまで資源的活用の検討が見送
られて来た課題の掘起こしを行った例としては，「鉄道電化」（1949年5月）・「合成繊維工業
の育成」（1949年6月）・「製錬廃ガス利用」（1949年7月）・「尿尿の資源科学的衛生処理」
（1951年8月）・「水質汚濁防止」（1951年1月）・「食品強化」（1952年8月）・「家庭燃料合理
化」（1953年1月）等の諸勧告や関連の諸報告が見られる。これらは何れも今日の眼から見れ
ば至極当然のことばかりのようであるが，当時としては時流よりも余りにも早過ぎたせいで，
関係省庁や業界から大きな抵抗を受けたものも見られた。
　第3の特質としては，明治以来の中央集権制の弊として，とかく全国一律の硬直的な基準が
押し付けられがちな行政施策に対して，〈地域性視点〉の導入を重視したことが挙げられるで
あろう。地域計画部会が当初から北海道東部の地域開発問題や琵琶湖・淀川地域の水利開発の
問題を集中的に取り上げたのは当然のことであったが，土地部会でも，農業の地域性の問題，
特に富山一水戸を結ぶ戦前の二毛作限界線の再検討や，北海道の火山灰地や泥炭地等のいわゆ
る特殊土壌地帯開発等の問題が取り上げられ，森林部会では里山の乱伐に対処するため未利用
の「奥地森林資源」〈報告第1号，1949年〉の調査が行われている。
　もう一つ付け加えておかねばならない特質として，資源調査会の調査活動の中に一部分であ
るとはいえ〈地域住民の生活視点〉が取上げられていたという点がある。これは地域計画部会
の琵琶湖・淀川地域の水利開発に関連する調査の中で遭遇した，奈良県の十津川流域ダム計画
に伴う住民移転の問題であった。この地域は明治時代の大水害により北海道の新十津川村への
移住を余儀なくされたという歴史を持ち，ダム水没による集落移転計画が重要な調査課題となっ
ていた。この十津川村と同様な課題を持つ宮崎県椎葉村の実態調査を踏まえた成果が，「水資
源の開発等に伴う補償処理に関する勧告」（勧告第12号1952年12月）である。その趣旨は財
産補償のみでなく生活保障・現物補償をも明確に考慮するという点であった。その結果「電源
開発に伴う損失補償要綱」（閣議了解）という，一定の成果は得られたのだが，その主旨が真
実に生かされるには至っていない。
5．部会間の協力体制と資源問題把握の総合化への試み
　その他に見られる特徴的な諸活動を挙げるとすれば，その一つに部会間の横の連絡が比較的
円滑に行われていた点がある。例えば，1948年秋のアイオン台風災害の発生後には，土地・
水・防災の各部会共同で北上川流域の総合調査が集中的に実施され（「北上川水害実態調査」
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報告第6号，1950年），また1950年に入る頃になると，資源調査会内の諸部会間で横の連絡
を図る傾向が現れることが野帳の記録からもうかがえる。例えば，北海道の石狩・十勝地域を
対象にして地域計画と他の関係部会が3年間継続して総合調査を行ったり，またエネルギー部
会の木曽川電源開発史調査に下流の他種用水に関連する面で土地・水両部会が協力態勢をとる
等の動きがそれであった。
　1950年10月には，地域計画部会に「地帯構造」小委員会が設置され，人口問題研究所長の
舘稔氏や東大建築学科の丹下健三教授らの専門委員が独特の理論を展開しているのが記録され
ている。その当時，土地部会では「水害」小委員会で利根川・渡良瀬川の治山治水史と鹿児島
県下のシラス災害発生機構の問題を取り上げ，その調査にかなりの勢力を集中していたので，
この「地帯構造」の研究会にはある時偶然出席して傍聴したに過ぎないが，12月初旬の事務
局内での「地帯構造打合せ会」の際記録したものによると，この研究の「目標は，総合開発の
地帯的条件（生活条件や資源賦存の地域差，私企業の限界・工業開発と分配の不均衡の解決方
法）の解明」にあり，「災害に対してはマイナスの克服，資源開発には投資方向」が問題にな
るとされ，そのたあ累年の所得統計や税務統計の地域的分析が必要になるとされている。この
記録では不明瞭だが，従来の現場密着的発想とは異なる，新しい理論的な考え方の導入への志
向がうかがえる。
　さらに12月11日の打合せ会では，地帯構造研究の課題として「公共事業の再検討」（例え
ば最上川水系を取上げて過去10年間の河川改修・砂防・災害復旧等所管別の公共投資の効果
を調べる）が必要で，そのため丹下氏の（ピグー限界生産力論による）付加価値の再計算のた
めの函数式のマッピング，舘氏の人口圧力論による地域分析など，方法論は今後地域部会で担
当し，災害等マイナス面は土地部会，工業立地については地下資源・エネルギー部会で担当し
たらどうか，というような議論がなされている。
　他方，「石狩」小委員会は，1949～1951年度の計画で土地・水・森林・地下資源・エネルギー
部会等の共同態勢の下に，北海道庁の総合開発部局スタッフの協力をも仰ぎながら，多面的な
調査を進めている。その頃の同小委員会の席上，安芸咬一委員が述べた発言が次のように記録
されている：
　「資源開発を考える場合，先ず過去からの経過・動きを掴み，前からの流れの上に載せ
て考え，それから将来のことを考えるべきだ。資本蓄積のための開発投資も結構だが，先
ず今持っているものがどうなっているか（資源の賦存量把握），そのままにしておけばど
うなって行くか（資源の潜在力把握），財政によってどの位補えばよいか，を考えておく
必要がある。全道人口の半数以上を占める農民生活の安定化を考えることが食糧増産より
も大切だ，泥炭地排水路の荒廃，火山灰地の表土流失，河川の土砂堆積など，土地生産の
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不均衡・不安定化が，これまで他の条件でカバーされて気付かれていなかったのが解明さ
れたのは大きい」。
　これは，たまたま「野帳」にメモされた安芸委員談話の短い記録に過ぎないのであるが，資
源委員会の発足以来の事務局長を務めた安芸委員の発言であり，言わば財政投資の農工間の政
策争いというような生の政治経済的次元の問題より以前の，つまり，当時の資源調査会の事務
局員職場に特有の“資源保全論”的発想の萌芽を示すものであったような気がする。
　この1950年という年は，私の「ノート」には特別な記録はないのだが，後で考えてみると，
一部の若手の専門委員を含めた事務局スタッフ総がかりで，各分野の資源問題の中間まとめの
作業に取り組んでいた時期であった。それは，1951年3月に一斉に刊行された日本の食糧・
繊維・工業原料・エネルギー・森林資源問題という5冊の「資源調査会資料」（第30～34号）
という作品からうかがうことが出来る。これらの基礎資料を踏まえた総括篇は，1952年に安
芸岐一著『日本の資源問題』（古今書院・形成選書）として発行され，さらに1953年9月には，
資源問題の全般を概観した「普及版」として，総理府資源調査会著『明日の日本と資源』（非
売品，最初の白書に当るもの）が刊行されている。
　これらの資料や著作が編集・執筆される過程では，当然，委員・専門委員や事務局員の間で
様々な議論が交わされているはずなのだが，それらの大部分は，日本国内の夫々の分野での具
体的な対象や問題の取扱いをめぐる議論が主体で，〈資源とは何ぞや〉とか〈資源の本質とは〉
というような抽象的議論の側面に関しては，アメリカのアッカーマンやジンマーマンらの著
書・報告書からの引用で済ませるという程度で，それ以上の突き詰めた議論については，あま
り努力をするまでに至らなかったのではないかと思われる。
　ただ，「ノート」（No．2）に出てくるのだが，1951年3月末に渋谷の経済安定本部審議室で
事務局員仲間での自主的な「資源問題討論会」が行われている。これはどういう経緯で開かれ
たのか前後関係の事情は記憶に無いのだが，記録によると事務局の主要メンバー7名が都留重
人委員を囲んで談話を聴き質疑を交わしたものである。その談話は，日本の戦後経済の推移と
これを見る視点，経済自立の課題と問題点の指摘，天然資源の捉え方の特質（生き物的側面），
資源利用の制約条件等であった。談話後の討議は，貿易に対比して資源問題の特質はどうか，
経済自立か雇用安定か（アメリカはeconomicalにやり，インドはnecessaryにやる），
multi・purposeで行くかmain－factor重点で行くか，等の問題であった。これだけの短いメモ
では内容の詳細は不明だが，吾々のような技術屋的に偏った視点の持ち主にとっての，社会科
学的思考法の勉強会だったのであろう。
　その後，1951年5月10日には地域計画部会の社会経済小委員会が開かれ，国民経済的な経
済計算（社会的コストをも含めた）の必要性などが議論されている。この日，同時に古今書院
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から形成選書として発行予定の資源問題シリーズの相談会も開かれている。
　また，「ノート」（No．5）の記録によると，1951年10月30日に経済安定本部長官官邸で開
催された資源調査会の第35回本会議において，都留重人委員から資源調査会の果たすべき役
割について，次のような発言がなされた。これはこのメモ用のノートにしては珍しく，その発
言内容が詳細に記録されているので，以下にそのまま再録することにする。
　「資源調査会は何よりも先ず資本主義社会に存在するのであって，決して社会主義社会
にある調査会ではない，ということを先ず考えねばならない。
　資本主義社会では，本来，資源は政府が何らの手を下さなくとも私的企業の自由な生産
活動によって開発されてゆくものである。ところで資源問題の起りは，私的企業による自
由放任の資源開発が行われた結果，資源が枯渇に瀕し，または大きな資源の浪費が行われ
るに至ったことにある。そこで資源の開発を私的企業の手に任せてしまわないで，政府が
これに何らかの手を加える必要が起ってきたのである。
　すなわち資源調査会の役割は，現在，資源の利用開発に際して，国民生活を支え，さら
に豊かにして行こうとする立場から見て不経済なもの，不合理なものを是正し，あるいは
是正するように誘導するためには，どんな点が重要な問題点となるかを指摘することにあ
る。例えば，資源の開発や公共事業等の効果を測定する場合について言えぱ，その効果を
現在支配している価格体系に照らし合わせてみるだけでは不十分であり，資源の立場から
見て独自の評定方法を確立することが必要である。これをたとえて言えば，生活の問題に
おいて社会保障というものがあるが，資源の社会保障，すなわち資源が一種の失業状態に
あること，資源の病的状態を見抜くことが，特に国家機関の中にある資源調査会の存在意
義をなしているものだと考える。
　私的企業の立場を代表する政治家にとって，このような資源の保障という問題は全く無
関心な事柄であり，そのような努力は不必要だと見られている。従って現在の政治情勢か
らすれば，このままでは資源調査会は押しつぶされることになるであろう。しかしそのよ
うな立場の人々が気付かない資源の問題点をはっきりと出して見せることにより，如何な
る政治的立場に立つ人々をも納得させることが出来るものであって，そこに資源調査会の
存在意義があると言えるのである。
　資源調査会の研究方法について言うと，単なる基礎的データの収集や個別の調査を行う
のみでは不充分であり，資源的・社会的にそのデータが必要である理由，そのデータの資
源・社会問題の中における位置づけまでを示すべきである。単なる物量計算・原単位計算
としての資料提供に留まらず，何が資源の「ヨリ有効な利用」であるかという評価まで示
さねばならない」。（筆者フィールドノートより）
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6．政治経済情勢の変化と資源問題への取組みの方向転換
　都留重人委員がなぜこの時期に本会議の席上でこのような発言をされたのか，またなぜ私が
この発言を精細に記録していたのか，自分自身の記憶には残っていない。しかし今から振り返っ
てみれば，朝鮮戦争によって産業経済が息を吹き返し，また戦後長らく続いてきた占領行政も
いずれ間もなく終結を迎える時期が近づき，電源開発や製鉄業等重工業化を中心とする経済自
立の方向を目指して，財界や既存の各省庁が元気を取り戻そうとする機運が広がって，資源問
題をめぐる社会的環境にも大きな転機が接近しつつあった。そうした政治経済情勢の動向を踏
まえて資源調査会を叱咤激励されたのが都留委員の談話の趣旨であり，またこの動向を肌で感
じ取った事務局スタッフの仲間たちと共に，私自身何とか資源問題探究の新しい方向を模索せ
ねばならぬと考えていたのだと思われる。
　他方，資源調査会の創立に尽力した大来佐武郎氏は，雑誌「思想」の「科学と政治」特集号
（1952年4月）（6）の中で，ここ1，2年来，占領政策下の改革の精神が次第に後退しつつあり，
旧来の日本的官僚組織独特の「科学的精神の要素の希薄な」体質が復活強化されてきたことを
慨嘆している。そして明治以来「国民を上から統治する手段として発達した官僚制度は，強固
な身分制度に守られ，依然として監督者的機能に重点が置かれて」おり，従って「なるべく専
門家にならず，あらゆることを広く浅く心得て，事務的に手ぬかりなく仕事を処理してゆく能
力を持つことが，官庁の中で出世するための必要条件と考えられ」，むしろ「専門家は補助的
な立場に置かれて，重要な決定への参画から除外」される事が多く，こうした「専門的知識が
重んぜられない雰囲気の中では実証的な科学的精神が育ち難い」のは当然で，重要な行政判断
に「個人的な勘や思いつき，或いはいわゆる政治的取引などの介入する余地が大きく残されて
いる」と鋭く指摘している。
　その同じ論稿の中で大来氏は，特に資源調査会の活動が評価され難い点について，次のよう
に述べている。資源調査会はこれまで多くの「勧告を行い，そのかなりの部分が行政官庁ある
いは民間において実行に移されている」が，「行政部面から積極的にこの機構を活用しようと
する働きかけは弱く，行政面とのつながりでは，やや浮き上がる傾向を見せている」。そして
日本の行政全般に関しても，最近の「日本政府の自主権の回復の過程において，占領の初期に
半ば強制的に実行された諸改革の中でも，多分に建設的・進歩的な意義を有するものまでも放
棄する傾向が見えている」と指摘し，結局のところ「前述のわが国官庁組織の非科学性も，内
部からの自発的改革に大きな期待を寄せることは困難であって，借り物でない民主主義の成長
と，それに基礎を置く世論の圧力，或いは国会の活動こそが，行政を科学に結びつけるための
主要な推進力とならねばならぬものであろう」と，やや諦観風の言葉で結んでいる。あれだけ
中央官庁の中で活躍していた大来氏でさえ，こうした悲観的な情勢判断を下している点からも，
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この時期の資源調査会が置かれていた政府部内における位置の困難さをうかがい知ることが出
来るように思われる。
　この時期，つまり1952年頃には，対日講和条約の調印，経済安定本部の経済審議庁への組
織替え等の動きに伴って，資源調査会は総理府の所属機関に移されることになり，そのまた4
年後に科学技術庁に吸収されるまでの期間は，丁度，戦後占領体制の抜本的見直しのもとでの
全般的な転換期に否応無しに巻き込まれ，何とか生き残りの策を考えざるを得ないところに追
い込まれていたのだと思われる。前述のように，この年5月には地域計画部会に社会経済小委
員会が設けられ，資源問題分析の新手法その他の検討を開始し，これが1956年科学技術庁発
足と共に社会経済部会の形に発展して行くのであるが，これこそが冒頭で取上げた「資源論研
究会」プロジェクトにつながる前奏段階の一部をなすものであったに違いない。
　この過渡的な時期においても，幾つかの部会では活発な調査活動が展開されていた。1953
年の梅雨期には筑後川水害，1959年の伊勢湾台風災害と大災害が立て続けに襲い，治山治水
特別部会に関係部会の専門委員が結集し緊急調査を行ったほか，その後も複数水系を対象に総
合調査が行われた。木曽川下流の濃尾平野では地形学専門の多田文男・大矢雅彦両氏を中心と
して詳細な「水害地形分類図」が作成され，その結果は「水害地域に関する調査研究・第1部」
（資源調査会資料・第46号，1956年）として発表されていたのだが，その3年後に，伊勢湾
台風の高潮がこの平野を襲ったのである。高潮の潮流はこの地形分類図が示した通りに浸入し
被害を拡大した。当時これは“地図は悪夢を知っていた”と報道されて，この調査の予報効果
を実証したことが知られ，これがその後の「災害ハザードマップ」の源流となったのである。
　この治山治水部会や水資源部会の活動を専門委員として終始推進されていた高橋裕氏（安芸
絞一博士の東大工学部での後継者）は，これら部会の現地調査での「自由闊達で超学際的な討
議」を紹介して，「行政にとっては煙たかったであろうが，行政と学識経験者の間の立場に拘
泥しない議論は基本的に望ましいことである。……資源調査会は多くの勧告・報告・資料に見
られる公式発表の裏で，専門委員会の切磋琢磨の機会を提供し，委員の災害を見る眼識を深め
たことは間違いない。それは各委員会の各種報告の方向を定めたと言える。政府が設立した委
員会にこのような活動の場があったことを記録にとどめたい」と述べているω。
　1956年の科学技術庁設置に伴って資源調査会が大きな曲がり角を迎える時期に，私自身は
そこから退職して明治大学に移ることになり，その後も一部には専門委員として参加したもの
の，それ以降の資源調査会の全体の動向について情報が乏しくなったのはやむを得ない。そこ
で，以下，大まかな動向を跡付ける意味で，新しい部会構成がその後どんな変遷を辿ることに
なったのかを点検して見ることにしよう。
　資源調査会の部会の中には，土地・水・エネルギー・防災・森林・食糧・海洋部会など，発
足時期に多少の差はあっても実質的に終始継続してきたもの，地下資源＝工業原料，繊維＝高
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分子，地域計画＝社会経済部会のように名称変更しながら継続したもの，衛生部会（1948～
1952年），総合部会（1957～1960年）のように短命だったもの，また特別部会としては治山治
水（1956～1975年），地域開発（1961～1975年），国際協力（1976年～），特別委員会として
は研究管理（1956～1962年）の他，1958年設置の農業生産，1962年の環境技術と都市問題，
1967年の熱帯資源の各委員会や，新潟地盤沈下（1958年），伊勢湾台風災害（1959年），リモー
トセンシング（1973年）のような短期のものもあったようだ。現在の私には，これら諸部会・
諸委員会の個々の細かい実状までは良くわからないが，取上げられる時期やテーマの変遷を見
ると，資源問題への取組み方の中に一貫するものも見られるが，殊に科学技術庁設置以降の時
期には，総合部会や研究管理部会など総括をあざすもの，緊急災害調査対応のものがある一方，
新しい科学技術的課題や時代に即応するための新規課題など，やや混在・変動と時流指向の様
相が見られる。これには関連分野を管轄する環境庁や国土庁が別個に新設されたことが影響し
ている面もあるだろう。しかし全体としては，その後に訪れたエネルギー転換や技術革新，そ
して高度経済成長の時代に即応した，探究方向の転換を模索しつつ苦しい努力が続けられてき
たのを窺がうことができる。
　ただ，「戦後は終わった」などと言われた開発指向復活期以降の資源問題について，その頃
地理学界の啓蒙に努めていた飯塚浩二氏が，「資源についての考え方」と題する1957年の論
稿（8）の中で，「重工業建設に当たっては，資源的基礎も製品の販路も政治的・軍事的な手段」
（あるいは，戦後ならば，援助という名の経済手段＝筆者追加）によって取って来ればよいと
いう明治以来の伝統的な殖産興業の考え方が，「敗戦後の今日，いぜんとして資源についての
われわれの問題の取り上げ方を支配」しており，しかも世界の「旧植民地の人々の立場への観
点」が欠落した，第三世界無視の資源論がいまだに横行していることに警告を発しているが，
その後の資源調査会における活動が，こうした点をどの程度踏まえて進められていたのかにつ
いては，残念ながら明らかにすることができない。
　その後資源調査会がどうなって行ったのか，資料を幾つか辿って調べてみると，1956年以
降，資源調査会の事務局業務を担当してきた科学技術庁資源局は，1968年6月廃止されて計
画局資源課および資源調査所に，また1986年資源課は科学技術政策局資源室に，1988年資源
調査所は科学技術政策研究所に衣替え，さらに2001年文部科学省発足と共に，資源調査会は
科学技術・学術審議会の資源調査分科会となり，事実上ほとんど姿が見えない存在になってし
まったようである。その間，夫々の任に当たってきた人々は，それなりの成果を挙げて来られ
たはずなのだが，時流必ずしも幸いせず，遺憾ながら縮小過程を辿らざるを得なかったのであ
ろう。なお，資源調査会から受継がれた資源問題の研究テーマの流れの一部は，現在，社団法
人・資源協会付属の研究所等によって引き継がれているようなので，その活動に期待したいと
思う。
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7．結 び一わが国資源政策史の中で資源調査会が示した存在意義
　最後に，本稿を結ぶに当たって，わが国の戦後の行政史，とりわけ資源に関連した政策研究
史の中で，資源調査会とは一体何であったのか，その存在意義のあり方について改めて振り返っ
て見たい。
　前記の大来佐武郎氏の言葉にもあるように，資源調査会の役割が，ある意味で資源政策の分
野に関して「行政を科学に結びつける」点にあったことは言うまでもない。ただしそれが如何
に困難な課題であるかは大来氏の慨嘆の通りである。しかし，この困難な課題に直面して資源
調査会が積み重ねてきた活動の中に，何ほどかの意義を見出すことは，必ずしも無意味なこと
とは言えないであろう。
　現在から振り返ってみても，政府諸機関の中にある多数の「諮問委員会」に比較して，資源
調査会が極めて異色の存在であったことは，上述の本文中でもある程度説明してきたが，以下
にその特徴の若干を指摘しておくことにしよう。
　その第1点は，資源調査会が直接行政を担当する既存の各省庁からの《独立性》を保持する
ことが出来た点である。これが可能であったのは，敗戦直後という歴史的時点とGHQの後ろ
盾による面もあるのだが，同時に当時委員会に結集した代表的な科学技術者たちの熱意と使命
感による点をも無視できないであろう。
　第2点としては，資源調査会が委員会の下に独自の事務局と専門スタッフ群を持ち，課題ご
とに専門委員の集団と共に調査チームを編成し，自前の調査予算により問題の現地・現場に赴
むいて，直接実態調査・点検に当たるという，いわば実践的な《調査研究能力》を保有してい
た点である。これを持たぬ単なる諮問委員会の場合（現在の政府関係の審議会の大部分がこれ
に当たるだろう）には，事務当局の用意した原案に多少の修正を加える以上の，自主的調査活
動による独自対案を委員が提起するのは，事実上困難な場合が多いだろうと思われる。
　第3点として，現行行政による諸制約からの独立性と調査研究能力という二つの条件が用意
されたとしても，課題探究への《基礎理念》が参加者の間に共有されていなければ，所期の目
標に到達するのは極めて困難になるであろう。資源調査会の場合，自然の中から国策のために
有用な物資を取り出してくるという，かつての素朴な資源観を乗り越えて，「自然の一体性」
という基礎理念を出発点として，科学技術精神の貫徹により自然の持つ潜在的能力を発掘し，
国民の視点からその実用化の道を探るという，いわば民主的な《資源保全論》という独自の探
究方法を生み出すことに成功したのではないかと思われる。とは言っても，それは未だ試みの
段階に過ぎないものであり，せいぜい一つの社会的実験〔9）であったと言うべきなのかも知れない。
　それに第4点として付け加えるとすれば，そのような社会的実験が可能であったのは，各課
題ごとに参加メンバーが作る小委員会（調査チーム）の中に，いわば基礎理念を共有する《研
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究協働体》的な結合（1°）が生まれていたことに関係があるとも考えられる。だからこそ，前記
の高橋裕氏が指摘されていたように，調査チームの現地合宿に際して「自由闊達で超学際的な
討議」が展開され，専門委員同士の「切磋琢磨の機会を提供」することによって，資源問題を
見る「眼識を深める」ところにまで効果を発揮することが出来たのだと思われるのである。
　日本で今後，かつての資源調査会に匹敵するような調査機関の設立を望むのは夢に近いこと
だろうが，せめて「資源保全論研究」の分野を志す人々の研究集団が近い将来誕生し，未来に
向かって発展して行くのを心から切望してやまない。
あとがき
　戦後日本の混乱期を夢中で駆け抜けた私が，その青年期の一時期に情熱を托して，多くのこ
とを学び取らせてもらった資源調査会の活動史を，偶然のことからここに改めて回想する機会
をあたえられたことを，深く感謝したいと思う。何しろ60年以上も昔のことであるから，い
くら極力文献資料や記録に依拠したとはいえ，一方的な思い込みや記憶違いがあるかもしれな
い。この回想記を執筆している間，いつも思い浮かべていたのは，資源調査会で常時行動を共
にしていた先輩・同僚の仲間たちのことであった。この人たちの大部分はすでに鬼籍に入って
いるのだが，この拙文が戦後の苦楽を共にした仲間たちへのはなむけともなればと思っている。
　考えてみると私自身にとっても，この資源調査会勤務時代に学んだく資源保全論〉の考え方
が，その後の私の長い研究生活の上で，どれだけ貴重な導きの糸となったか計り知れないもの
がある。その長い研究上の放浪生活の総決算に当たるものを，最近になってようやく『国土保
全の思想』と題する一冊の書物（11）にまとめることが出来た。今後，この書物や本記録が，戦
後のこの時代に関心を持ち，この分野を研究の対象にしようとする若い人々のために，多少と
もお役に立つことがあれば，私としてはまことに本望なことである。（2009年11月4日記）
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石井　素介
Germinant　Process　of　a　New　Research　Idea　for　Resources
　　Conservation　Policy　inside　the　Japanese　Government
　　　　　under　the　Occupation　of　the　Allied　Powers　after
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　the　Second　World　War：
　　　　　　Memoirs　of　Experiences　at　the　Resources　Council，
attached　to　the　Economic　Stabilization　Board　in　Postwar　Japan
ISHII　Motosuke
　　　The　aims　of　this　paper　are，　although　written　partly　in　a　style　of　personal　memoirs，
rather　focused　to　point　out　some　critical　issues　within　the　current　strategic　or　new・
liberalistic　discussions　on　the　resources　exploitation　policies　under　the　global　economic
crisis．
　　　The　present　author　intends　to　describe　the　fact，　that　a　new　research　idea　for　re－
sources　conservation　policy　had　been　gradually　germinated　just　after　the　Second　World
War　in　the　research　activities　of　the　Resources　Council（established　in　l947，　hereafter
abbreviated　as“the　RC”）under　the　influences　of　the　so－called　New－Dealers　within　the
GHQ　stuffs　of　the　Allied　Powers，　basing　upon　the　personal　experiences　during　his　en－
gagement　as　a　stuff　member　of　the　RC　from　1948　until　l956，
　　　The　following　dimensions　of　the　activities　of　the　RC　are　here　described，　such　as，　the
historical　backgrourld　and　the　leading　personnel　for　the　establishment　of　the　RC　in　1947，
composition　and　organizing　activities　of　the　stuff　members　of　the　RC　at　its　beginning
stage，　including　the　author’s　personal　history，　the　opening　discussions　at　the　Committee
meetings　on　the　fundamental　themes　for　researching　the　resources　development　and
conservation　policies　in　postwar　Japan，　and　details　of　the　main　research　activities　on
some　topical　policies　for　various　resources　developments，　such　as，　land，　water，　energy，
minerals，　forest，　natural　disaster　prevention，　and　so　on．
　　　Finally，　as　for　the　principal　significances　of　the　RC’s　activities　within　the　process　of
historical　transitions　of　the　resources　policy　researches　of　the　Japanese　Government
since　the　prewar　age，　the　following　four　characteristic　features　can　be　here　pointed　out，
i．e．：
　　　1）The　independency　of　scientific　research　freedom　was　fortunately　secured　inside
the　sphere　of　the　RC，　from　the　various　political　interventions　of　the　other　ministerial
bureaucratic　powers．
　　　2）The　RC　could　possess　in　its　research　department　some　self－employed　research
stuff　members　of　various　scientific　disciplines，　entirely　different　from　the　cases　of　usual
government　advisory　committee．
　　　3）The　formation　of　the　interdisciplinary　and　collaborative　research　groups　for　each
main　research　project，　collected　from　various　academic　and　practical　institutions　or
universities　could　be　realized　in　every　sections　of　the　RC．　Moreover，　a　special　emphasis
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was　put　on　establishing　the　common　confidence　of　fundamental　research　idea，　through
mutual　discussions　of　group　members，　for　example，“the　entireness　of　the　nature”，　just
like　the　spirit　of　the　TVA　of　USA　in　1930s．
　　　4）Finally，　a　new　basic　idea　of“resources　for　human　being，”different　from　the　pre－
vailing　strategic　ideas　of“resources　for　war”and“resources　for　profit，”or　in　other　words，
the　new　idea　of“resources　conservation”could．have　been　germinated　along　with　the
above　described　research　activities　of　the　RC．
　　　Nevertheless，　together　with　the　resurgence　and　predominance　of　the　political　sys－
tems　with　increasing　traditional　Japanese　and　conservative　nature，　especiaUy　after　1955，
the　sprout　of　this　new　research　idea　of　the　resources　conservation　policy　have　gradually
disappeared，　accompanied　with　the　dissolution　of　the　RC　itself　inside　the　Japanese　Gov－
ernment　organizations，　under　the　repeated　waves　of　great　economic　expansion　and
downfal1．
　　　However，　the　importance　of　the　idea　of　resources　conservation　policy　have　to　be
apPreciated　again，　instead　of　the　one－sided　strategic　ideas　of　ruthless　resources　exploita－
tion　policies，　especially　at　the　age　of　the　global　eCological　problerns　and　also　of　the　inter－
national　economic　crisis　in　the　21st　century．
Keywords：the　Resources　Council，　Strategic　resources　exploitation，　Resources　conservation，　Col－
　　　　　　　　laborative　research　group，　Global　ecological　problems
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